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選定療養として導入すべき事例を把握る仕組みの構築について（周知依頼）

謹啓 春暖の候、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

さて、別紙の如く厚生労働省保険局医療課より、本連合宛に「選定療養として導入すべき事

例を把握る仕組みの構築について」の周知依頼がありましたので、お届け致します。

宜しくご確認下さい。

選定療養として導入すべき事例の御提案又は既存選定療養見直しについて、ご提案、ご意見

があれば、各学会でとりまとめていただき学会事務局より、4 月 28 日（火）午後 5 時までに

外保連事務局までメール（office@gaihoren.jp）にてお寄せください。 
なお、外保連が取りまとめる（実務委員会マター）平成 28 年度診療報酬改定への改正要望 

項目とは関係ないことを申し添えます。

内容に関するお問い合わせは厚生労働省保険局医療課までお願い申し上げます。

謹白
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選定療養として導入すべき事例を把握する仕組みの構築について 

１．背景 

○ 保険外併用療養費制度においては、患者が「被保険者の選定に係る特別の病室

の提供その他の厚生労働大臣が定める療養（選定療養）」を受けた場合、入院基

本料等の基礎的部分が保険外併用療養費として支給される一方、上乗せ部分に

ついては、その費用を患者から自由に徴収することができることとされており、

現在 10 類型が定められている。 

○ 今般、「「日本再興戦略」改訂 2014」（平成 26 年６月 24 日閣議決定）において、

選定療養について、「学会等を通じ、定期的に選定療養として導入すべき事例を

把握する仕組みを年度内に構築する。」こととされたことから、対応方針を決定

する必要がある。 

２．対応方針 

○ 選定療養に追加すべきものとしてどのようなものがあるか、今後定期的に医療

関係者、国民から提案募集を行うこととしてはどうか。その際、現行の選定療

養の類型の見直しに関する意見についても募集することとしてはどうか。 

○ 具体的には、外科系学会社会保険委員会連合、内科系学会社会保険連合及び日

本歯科医学会に依頼し、関係学会からの提案・意見を報告いただくとともに、医

療関係団体からの提案・意見を募集することとしてはどうか。 

○ あわせて、厚生労働省のホームページを通じて、幅広く国民からの提案・意見

を募集してはどうか。 

○ 学会等から寄せられた提案・意見を基に、中医協において議論することとして

はどうか。なお、選定療養の追加提案については、選定療養として追加するか

検討を要するもののほかに、療養の給付とは直接関係のないサービス等に当た

るもの（実費徴収が可能であると整理するもの）等の整理を行うことが考えら

れるのではないか。 

３．今後のスケジュール 

○ 平成 27 年３月 提案募集開始

○ 平成 27 年４月以降 提案の結果を踏まえ、中医協において議論

以上 



保険外併用療養費として
医療保険で給付

患者から料金徴収可
（自由料金）

基礎的部分 先進医療部分
（入院基本料など
保険適用部分）

（保険適用外部分）

※ 保険外併用療養費においては、患者から
料金徴収する際の要件（料金の掲示等）を
明確に定めている。

保険外併用療養費の仕組み
［先進医療の場合］

② 選定療養

・ 特別の療養環境（差額ベッド）

・ 歯科の金合金等

・ 金属床総義歯

・ 予約診療

・ 時間外診療

・ 大病院の初診

・ 大病院の再診

・ 小児う蝕の指導管理

・ １８０日以上の入院

・ 制限回数を超える医療行為

① 評価療養

・ 先進医療（先進Ａ：59技術、先進Ｂ：46技術 平成26年12月時点）

・ 医薬品、医療機器、再生医療等製品の治験に係る診療

・ 薬事法承認後で保険収載前の医薬品、医療機器、

再生医療等製品の使用

・ 薬価基準収載医薬品の適応外使用

（用法・用量・効能・効果の一部変更の承認申請がなされたもの）

・ 保険適用医療機器、再生医療等製品の適応外使用

（使用目的・効能・効果等の一部変更の承認申請がなされたもの）

② 選定療養・・・保険導入を前提としないもの
① 評価療養・・・保険導入のための評価を行うもの

保険診療との併用が認められている療養

保険外併用療養費制度について保険外併用療養費制度について 平成18年の法改正により創設
（特定療養費制度から範囲拡大）
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「日本再興戦略」改訂2014（関係部分概要）（平成26年6月24日閣議決定）
第二 ３つのアクションプラン
二．戦略市場創造プラン
テーマ１：国民の「健康寿命の延伸」
（３）新たに講ずべき具体的施策

iii）保険給付対象範囲の整理・検討
①最先端の医療技術・医薬品等への迅速なアクセス確保（保険外併用療養費制度
の大幅拡大）
「必要かつ適切な医療は基本的に保険診療により確保する」という国民皆保険制度の理念を
踏まえつつ、多様な患者ニーズの充足、医療産業の競争力強化、医療保険の持続可能性
保持等の要請に対してより適切に対応するための施策を実施する。

・療養時のアメニティの向上（選定療養）
選定療養について、対象の拡充を含めた不断の見直しを行う仕組みを構築する。

具体的には、正確な実態把握・分析が可能となるよう、利用実績に係る情報収集の在り方を
見直した上で、現行の選定療養の利用状況について、早期に調査するとともに、学会等を通
じ、定期的に選定療養として導入すべき事例を把握する仕組みを年度内に構築する。この
際、「医療保険の給付と直接関係のないサービス」については、選定療養と峻別を行い、随
時明確化を行うこととする。

2




